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改 正 後 改 正 前

（登記識別情報に関する証明） （登記識別情報に関する証明）

第４０条 登記官は、令第２２条第１項に規定する登記 第４０条 登記官は、令第２２条第１項に規定する登記

識別情報に関する証明（登記識別情報が通知されてい 識別情報に関する証明（登記識別情報が通知されてい

ないこと又は失効していることの証明を除く。）の請 ないこと又は失効していることの証明を除く。）の請

求があった場合において、提供された登記識別情報が 求があった場合において、提供された登記識別情報が

請求に係る登記についてのものであり、かつ、失効し 請求に係る登記についてのものであり、かつ、失効し

ていないときは、請求に係る登記を表示した上、「上 ていないときは、請求に係る登記を表示した上、「上

記の登記について令和何年何月何日受付第何号の請求 記の登記について平成何年何月何日受付第何号の請求

により提供された登記識別情報は，当該登記に係るも により提供された登記識別情報は，当該登記に係るも

のであり，失効していないことを証明する。」旨の認 のであり，失効していないことを証明する。」旨の認

証文を付すものとする。ただし、有効であることの証 証文を付すものとする。ただし、有効であることの証

明ができないときは、次の各号に掲げる事由の区分に 明ができないときは、次の各号に掲げる事由の区分に

応じて、それぞれ当該各号に定める認証文を付して、 応じて、それぞれ当該各号に定める認証文を付して、

有効であることの証明ができない理由を明らかにする 有効であることの証明ができない理由を明らかにする

ものとする。 ものとする。

(1) 請求に係る登記があり、かつ、当該登記の登記名 (1) 請求に係る登記があり、かつ、当該登記の登記名

義人についての登記識別情報が失効していないが、 義人についての登記識別情報が失効していないが、

当該登記の登記名義人についての登記識別情報と提 当該登記の登記名義人についての登記識別情報と提

供された登記識別情報とが一致しないとき。 「上 供された登記識別情報とが一致しないとき。 「上

記の登記について令和何年何月何日受付第何号の請 記の登記について平成何年何月何日受付第何号の請
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求により提供された登記識別情報は，正しい登記識 求により提供された登記識別情報は，正しい登記識

別情報と一致しません。」 別情報と一致しません。」

(2) ［略］ (2) ［同左］

(3) 請求に係る登記があるが、請求人が登記名義人又 (3) 請求に係る登記があるが、請求人が登記名義人又

はその一般承継人であることが確認することができ はその一般承継人であることが確認することができ

ないとき。 「別添の請求番号何番の登記に係る令 ないとき。 「別添の請求番号何番の登記に係る平

和何年何月何日受付第何号の登記識別情報に関する 成何年何月何日受付第何号の登記識別情報に関する

証明の請求については，請求人は，請求人としての 証明の請求については，請求人は，請求人としての

適格があると認められません。」 適格があると認められません。」

（注）別添として、請求情報又は請求情報を記載した （注）別添として、請求情報又は請求情報を記載した

書面を添付する。なお、請求情報において明らか 書面を添付する。なお、請求情報において明らか

にされた各不動産を特定するための番号（請求番 にされた各不動産を特定するための番号（請求番

号）により証明に係る不動産及び登記を特定する 号）により証明に係る不動産及び登記を特定する

ものとする。 ものとする。

(4) 請求に係る登記がないとき。 「別添の請求番号 (4) 請求に係る登記がないとき。 「別添の請求番号

何番の登記に係る令和何年何月何日受付第何号の登 何番の登記に係る平成何年何月何日受付第何号の登

記識別情報に関する証明の請求については，請求に 記識別情報に関する証明の請求については，請求に

係る登記はありません。」 係る登記はありません。」

（注）別添として、請求情報又は請求情報を記載した （注）別添として、請求情報又は請求情報を記載した

書面を添付する。なお、請求情報において明らか 書面を添付する。なお、請求情報において明らか

にされた各不動産を特定するための番号（請求番 にされた各不動産を特定するための番号（請求番

号）により証明に係る不動産及び登記を特定する 号）により証明に係る不動産及び登記を特定する

ものとする。 ものとする。
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(5) ［略］ (5) ［同左］

２ ［略］ ２ ［同左］

(1) 請求に係る登記があるが、当該登記の登記名義人 (1) 請求に係る登記があるが、当該登記の登記名義人

についての登記識別情報が通知され、かつ、失効し についての登記識別情報が通知され、かつ、失効し

ていないとき。 「上記の登記に係る令和何年何月 ていないとき。 「上記の登記に係る平成何年何月

何日受付第何号の登記識別情報に関する証明の請求 何日受付第何号の登記識別情報に関する証明の請求

については，次の理由により，証明することはでき については，次の理由により，証明することはでき

ません。 ません。

当該登記に係る登記識別情報が通知され，かつ， 当該登記に係る登記識別情報が通知され，かつ，

失効していません。 失効していません。

注）この証明は，上記請求において登記識別情報 注）この証明は，上記請求において登記識別情報

が提供されていないため，当該登記に係る登記 が提供されていないため，当該登記に係る登記

識別情報が通知され，かつ，失効していない事 識別情報が通知され，かつ，失効していない事

実のみを証明するものであり，特定の登記識別 実のみを証明するものであり，特定の登記識別

情報が当該登記に係る登記識別情報として有効 情報が当該登記に係る登記識別情報として有効

であることを証明するものではありません。」 であることを証明するものではありません。」

(2) 請求に係る登記があるが、請求人が登記名義人又 (2) 請求に係る登記があるが、請求人が登記名義人又

はその一般承継人であることが確認することができ はその一般承継人であることが確認することができ

ないとき。 「別添の請求番号何番の登記に係る令 ないとき。 「別添の請求番号何番の登記に係る平

和何年何月何日受付第何号の登記識別情報に関する 成何年何月何日受付第何号の登記識別情報に関する

証明の請求については，請求人は，請求人としての 証明の請求については，請求人は，請求人としての

適格があると認められません。」 適格があると認められません。」

（注）別添として、請求情報又は請求情報を記載した （注）別添として、請求情報又は請求情報を記載した
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書面を添付する。なお、請求情報において明らか 書面を添付する。なお、請求情報において明らか

にされた各不動産を特定するための番号（請求番 にされた各不動産を特定するための番号（請求番

号）により証明に係る不動産及び登記を特定する 号）により証明に係る不動産及び登記を特定する

ものとする。 ものとする。

(3) 請求に係る登記がないとき。 「別添の請求番号 (3) 請求に係る登記がないとき。 「別添の請求番号

何番の登記に係る令和何年何月何日受付第何号の登 何番の登記に係る平成何年何月何日受付第何号の登

記識別情報に関する証明の請求については，請求に 記識別情報に関する証明の請求については，請求に

係る登記はありません。」 係る登記はありません。」

（注）別添として、請求情報又は請求情報を記載した （注）別添として、請求情報又は請求情報を記載した

書面を添付する。なお、請求情報において明らか 書面を添付する。なお、請求情報において明らか

にされた各不動産を特定するための番号（請求番 にされた各不動産を特定するための番号（請求番

号）により証明に係る不動産及び登記を特定する 号）により証明に係る不動産及び登記を特定する

ものとする。 ものとする。

(4) ［略］ (4) ［同左］

３・４ ［略］ ３・４ ［同左］

（土地所在図等の除却） （土地所在図等の除却）

第５８条 ［略］ 第５８条 ［同左］

２ 前項の閉鎖した図面は、その左側上部に「令和何年 ２ 前項の閉鎖した図面は、その左側上部に「平成何年

何月何日除却」と記載し、閉鎖土地図面つづり込み帳 何月何日除却」と記載し、閉鎖土地図面つづり込み帳

、閉鎖地役権図面つづり込み帳又は閉鎖建物図面つづ 、閉鎖地役権図面つづり込み帳又は閉鎖建物図面つづ

り込み帳に除却の日付の順序に従ってつづり込むもの り込み帳に除却の日付の順序に従ってつづり込むもの

とする。 とする。
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３ ［略］ ３ ［同左］

（土地の表題部の変更の登記又は更正の登記の記録） （土地の表題部の変更の登記又は更正の登記の記録）

第７３条 地番、地目又は地積に関する変更の登記又は 第７３条 地番、地目又は地積に関する変更の登記又は

更正の登記をする場合において、登記記録の表題部の 更正の登記をする場合において、登記記録の表題部の

原因及びその日付欄の記録をするときは、変更し、又 原因及びその日付欄の記録をするときは、変更し、又

は更正すべき事項の種類に応じて、当該変更又は更正 は更正すべき事項の種類に応じて、当該変更又は更正

に係る該当欄の番号を登記原因及びその日付の記録に に係る該当欄の番号を登記原因及びその日付の記録に

冠記してするものとする。例えば、地目の変更をする 冠記してするものとする。例えば、地目の変更をする

ときは、登記原因及びその日付に②を冠記するものと ときは、登記原因及びその日付に②を冠記するものと

し、一の申請情報によって地目の変更の登記と地積の し、一の申請情報によって地目の変更の登記と地積の

更正の登記の申請があった場合において、これらに基 更正の登記の申請があった場合において、これらに基

づいて登記をするときは、原因及びその日付欄に、そ づいて登記をするときは、原因及びその日付欄に、そ

れぞれの登記原因及びその日付に②及び③を冠記して れぞれの登記原因及びその日付に②及び③を冠記して

、「②令和何年何月何日地目変更③錯誤」のように記 、「②平成何年何月何日地目変更③錯誤」のように記

録するものとする。 録するものとする。

（附属建物の変更の登記の記録方法等） （附属建物の変更の登記の記録方法等）

第９４条 ［略］ 第９４条 ［同左］

２ 前項の場合において、表題部に登記原因及びその日 ２ 前項の場合において、表題部に登記原因及びその日

付を記録するときは、変更し、又は更正すべき事項の 付を記録するときは、変更し、又は更正すべき事項の

種類に応じて、登記原因及びその日付の記録に当該変 種類に応じて、登記原因及びその日付の記録に当該変

更又は更正に係る該当欄の番号を冠記してするものと 更又は更正に係る該当欄の番号を冠記してするものと
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する。例えば、増築による床面積に関する変更の登記 する。例えば、増築による床面積に関する変更の登記

をするときは、原因及びその日付欄に、「③令和何年 をするときは、原因及びその日付欄に、「③平成何年

何月何日増築」のように記録するものとする。 何月何日増築」のように記録するものとする。

３ ［略］ ３ ［同左］

（合体による変更の登記の記録方法） （合体による変更の登記の記録方法）

第９５条 主たる建物と附属建物の合体による建物の表 第９５条 主たる建物と附属建物の合体による建物の表

題部の登記事項に関する変更の登記をする場合におい 題部の登記事項に関する変更の登記をする場合におい

て、表題部に登記原因及びその日付を記録するときは て、表題部に登記原因及びその日付を記録するときは

、主たる建物の床面積の変更については、原因及びそ 、主たる建物の床面積の変更については、原因及びそ

の日付欄に、登記原因及びその日付の記録に床面積欄 の日付欄に、登記原因及びその日付の記録に床面積欄

の番号を冠記して、「③令和何年何月何日附属建物合 の番号を冠記して、「③平成何年何月何日附属建物合

体（又は「増築及び附属建物合体」）」のように記録 体（又は「増築及び附属建物合体」）」のように記録

し、附属建物の表題部の抹消については、「令和何年 し、附属建物の表題部の抹消については、「平成何年

何月何日主たる建物に合体」と記録しなければならな 何月何日主たる建物に合体」と記録しなければならな

い。２以上の附属建物の合体による建物の表題部の登 い。２以上の附属建物の合体による建物の表題部の登

記事項に関する変更の登記をする場合についても、同 記事項に関する変更の登記をする場合についても、同

様とする。 様とする。

（附属建物がある主たる建物の滅失による表題部の変 （附属建物がある主たる建物の滅失による表題部の変

更の登記の記録方法） 更の登記の記録方法）

第１０２条 附属建物がある主たる建物の滅失による表 第１０２条 附属建物がある主たる建物の滅失による表

題部の登記事項に関する変更の登記をする場合には、 題部の登記事項に関する変更の登記をする場合には、
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表題部の主たる建物の表示欄の原因及びその日付欄に 表題部の主たる建物の表示欄の原因及びその日付欄に

滅失の登記原因及びその日付を記録し、当該表示欄に 滅失の登記原因及びその日付を記録し、当該表示欄に

主たる建物となるべき附属建物に関する種類、構造及 主たる建物となるべき附属建物に関する種類、構造及

び床面積を記録し、当該原因及びその日付欄に「令和 び床面積を記録し、当該原因及びその日付欄に「平成

何年何月何日主たる建物に変更」のように記録するも 何年何月何日主たる建物に変更」のように記録するも

のとする。この場合には、当該附属建物の表示欄の原 のとする。この場合には、当該附属建物の表示欄の原

因及びその日付欄に「令和何年何月何日主たる建物に 因及びその日付欄に「平成何年何月何日主たる建物に

変更」のように記録して、当該附属建物についての従 変更」のように記録して、当該附属建物についての従

前の登記事項を抹消するものとする。 前の登記事項を抹消するものとする。

（共用部分である旨の登記における記録方法等） （共用部分である旨の登記における記録方法等）

第１０３条 共用部分である旨の登記をするときは、原 第１０３条 共用部分である旨の登記をするときは、原

因及びその日付欄に「令和何年何月何日規約設定」及 因及びその日付欄に「平成何年何月何日規約設定」及

び「共用部分」のように記録するものとする。ただし び「共用部分」のように記録するものとする。ただし

、当該共用部分が法第５８条第１項第１号に掲げるも 、当該共用部分が法第５８条第１項第１号に掲げるも

のである場合には、「令和何年何月何日規約設定」及 のである場合には、「平成何年何月何日規約設定」及

び「家屋番号何番、何番の共用部分」のように記録す び「家屋番号何番、何番の共用部分」のように記録す

るものとする。 るものとする。

２ 団地共用部分である旨の登記をするときは、その団 ２ 団地共用部分である旨の登記をするときは、その団

地共用部分を共用すべき者の所有する建物の所在及び 地共用部分を共用すべき者の所有する建物の所在及び

家屋番号又はその建物が属する一棟の建物の所在並び 家屋番号又はその建物が属する一棟の建物の所在並び

に構造及び床面積若しくはその名称を記録した上、原 に構造及び床面積若しくはその名称を記録した上、原

因及びその日付欄に「令和何年何月何日団地規約設定 因及びその日付欄に「平成何年何月何日団地規約設定
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」及び「団地共用部分」のように記録するものとする 」及び「団地共用部分」のように記録するものとする

。 。

３ 法第５８条第４項の規定により権利に関する登記を ３ 法第５８条第４項の規定により権利に関する登記を

抹消する場合には、「令和何年何月何日不動産登記法 抹消する場合には、「平成何年何月何日不動産登記法

第５８条第４項の規定により抹消」のように記録する 第５８条第４項の規定により抹消」のように記録する

ものとする。 ものとする。

４ 共用部分である旨又は団地共用部分である旨を定め ４ 共用部分である旨又は団地共用部分である旨を定め

た規約を廃止したことによる建物の表題登記をする場 た規約を廃止したことによる建物の表題登記をする場

合には、原因及びその日付欄に「令和何年何月何日共 合には、原因及びその日付欄に「平成何年何月何日共

用部分（又は団地共用部分）の規約廃止」のように記 用部分（又は団地共用部分）の規約廃止」のように記

録するものとし、共用部分である旨又は団地共用部分 録するものとし、共用部分である旨又は団地共用部分

である旨を抹消するときは、その登記原因及びその日 である旨を抹消するときは、その登記原因及びその日

付の記録を要しない。 付の記録を要しない。

（許可書が到達した場合の処理） （許可書が到達した場合の処理）

第１０６条 ［略］ 第１０６条 ［同左］

２ ［略］ ２ ［同左］

３ 規則第１５１条の規定により許可の年月日を記録す ３ 規則第１５１条の規定により許可の年月日を記録す

る場合には、「令和何年何月何日登記官の過誤につき る場合には、「平成何年何月何日登記官の過誤につき

法務局長の更正許可」のように記録するものとする。 法務局長の更正許可」のように記録するものとする。

（職権による登記の抹消の公告） （職権による登記の抹消の公告）

第１０８条 法第７１条第２項の公告の内容は、次の例 第１０８条 法第７１条第２項の公告の内容は、次の例
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によるものとする。 によるものとする。

何市何町何丁目何番の土地の令和何年何月何日受付 何市何町何丁目何番の土地の平成何年何月何日受付

第何号の何登記（登記権利者何某、登記義務者何某） 第何号の何登記（登記権利者何某、登記義務者何某）

は、不動産登記法第２５条第１号（第２号、第３号又 は、不動産登記法第２５条第１号（第２号、第３号又

は第１３号（不動産登記令第２０条第何号））に該当 は第１３号（不動産登記令第２０条第何号））に該当

するので、本日から２週間以内に書面による異議の申 するので、本日から２週間以内に書面による異議の申

述がないときは、抹消します。 述がないときは、抹消します。

令和何年何月何日 何法務局何出張所 平成何年何月何日 何法務局何出張所

（各種通知簿の記載） （各種通知簿の記載）

第１１７条 各種通知簿には、法第２３条第１項及び第 第１１７条 各種通知簿には、法第２３条第１項及び第

２項、第６７条第１項、第３項及び第４項、第７１条 ２項、第６７条第１項、第３項及び第４項、第７１条

第１項及び第３項並びに第１５７条第３項並びに規則 第１項及び第３項並びに第１５７条第３項並びに規則

第４０条第２項及び第３項、第１０３条第３項、第１ 第４０条第２項及び第３項、第１０３条第３項、第１

１９条第２項、第１２４条第８項（規則第１２０条第 １９条第２項、第１２４条第８項（規則第１２０条第

７項、第１２６条第３項、第１３４条第３項及び第１ ７項、第１２６条第３項、第１３４条第３項及び第１

４５条第１項において準用する場合を含む。）、第１ ４５条第１項において準用する場合を含む。）、第１

５９条第２項（同条第４項において準用する場合を含 ５９条第２項（同条第４項において準用する場合を含

む。）、第１６８条第５項（規則第１７０条第３項に む。）、第１６８条第５項（規則第１７０条第３項に

おいて準用する場合を含む。）、第１８３条第１項及 おいて準用する場合を含む。）、第１８３条第１項、

び第４項、第１８４条第１項、第１８５条第２項、第 第１８４条第１項、第１８５条第２項、第１８６条並

１８６条並びに第１８７条の通知事項、通知を受ける びに第１８７条の通知事項、通知を受ける者及び通知

者及び通知を発する年月日を記載するものとする。 を発する年月日を記載するものとする。



- 10 -

（通知書の様式） （通知書の様式）

第１１８条 次の各号に掲げる通知は、当該各号に定め 第１１８条 次の各号に掲げる通知は、当該各号に定め

る様式による通知書によりするものとする。 る様式による通知書によりするものとする。

(1)～(13) ［略］ (1)～(13) ［同左］

(14) 規則第１８３条第１項第３号の通知（買戻しの特 ［新設］

約に関する登記の抹消における当該登記の登記名義

人であった者に対する通知） 別記第８１号の２様

式

(15) 規則第１８３条第４項の通知（所有権の更正の登 ［新設］

記における登記義務者に対する通知） 別記第８１

号の３様式

(16) 規則第１８４条第１項の通知（処分の制限の登記 (14) 規則第１８４条第１項の通知（処分の制限の登記

における通知） 別記第８２号様式 における通知） 別記第８２号様式

(17) 地方税法第３８２条第１項（同条第２項において (15) 地方税法第３８２条第１項（同条第２項において

準用する場合を含む。）の通知であって、次に掲げ 準用する場合を含む。）の通知であって、次に掲げ

るもの るもの

ア～ウ ［略］ ア～ウ ［同左］

（管轄区域がまたがる場合の登記完了の通知の様式等 （管轄区域がまたがる場合の登記完了の通知の様式等

） ）

第１１９条 ［略］ 第１１９条 ［同左］

２・３ ［略］ ２・３ ［同左］
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４ 登記官は、前項の通知を受けた場合には、第１項の ４ 登記官は、前項の通知を受けた場合には、第１項の

記載の次に変更事項を記載して、変更前の事項を朱抹 記載の次に変更事項を記載して、変更前の事項を朱抹

し、備考欄に「令和何年何月何日変更」と記載して、 し、備考欄に「平成何年何月何日変更」と記載して、

登記官印を押印するものとする。 登記官印を押印するものとする。

（通知書等の返戻の場合の措置） （通知書等の返戻の場合の措置）

第１２１条 登記官は、第１１８条第１号から第４号ま 第１２１条 登記官は、第１１８条第１号から第４号ま

で及び第１２号から第１６号までの通知書が返戻され で及び第１２号から第１４号までの通知書が返戻され

た場合には、その旨を各種通知簿の備考欄に記載し、 た場合には、その旨を各種通知簿の備考欄に記載し、

その通知書を通知に係る登記申請書又は許可書の次に その通知書を通知に係る登記申請書又は許可書の次に

つづり込むものとする。 つづり込むものとする。

２ ［略］ ２ ［同左］

（電子申請における印紙等による納付） （電子申請における印紙等による納付）

第１２４条 登録免許税法（昭和４２年法律第３５号。 第１２４条 登録免許税法（昭和４２年法律第３５号。

以下「税法」という。）第２１条及び第２３条第１項 以下「税法」という。）第２４条の２第３項及び第３

の登記機関の定める書類（以下「登録免許税納付用紙 ５条第４項の規定により読み替えて適用する税法第２

」という。）は、別記第８９号様式又はこれに準ずる １条から第２３条までの登記機関の定める書類（以下

様式によるものとする。 「登録免許税納付用紙」という。）は、別記第８９号

様式又はこれに準ずる様式によるものとする。

２～４ ［略］ ２～４ ［同左］
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別記第１号（第２条関係） 別記第１号（第２条関係）



- 13 -

別記第２号（第２条関係） 別記第２号（第２条関係）



- 14 -

別記第３号（第３条関係） 別記第３号（第３条関係）



- 15 -

別記第４号（第４条第２項関係） 別記第４号（第４条第２項関係）



- 16 -

別記第５号（第６条第２項関係） 別記第５号（第６条第２項関係）



- 17 -

別記第６号（第７条第２項関係） 別記第６号（第７条第２項関係）



- 18 -

別記第７号（第８条第３項関係） 別記第７号（第８条第３項関係）



- 19 -



- 20 -

別記第８号（第８条第４項関係） 別記第８号（第８条第４項関係）



- 21 -

別記第９号（第８条第５項関係） 別記第９号（第８条第５項関係）



- 22 -

別記第１０号（第１１条第１項関係） 別記第１０号（第１１条第１項関係）



- 23 -

別記第１１号（第１２条第２項関係） 別記第１１号（第１２条第２項関係）



- 24 -



- 25 -

別記第１２号（第１４条関係） 別記第１２号（第１４条関係）



- 26 -

別記第１３号（第１５条第３項関係） 別記第１３号（第１５条第３項関係）



- 27 -



- 28 -

別記第１４号（第１８条第１号、第１３号関係） 別記第１４号（第１８条第１号、第１３号関係）



- 29 -

別記第１７号（第１８条第４号関係） 別記第１７号（第１８条第４号関係）



- 30 -

別記第２９号（第１８条第１７号関係） 別記第２９号（第１８条第１７号関係）



- 31 -

別記第３１号（第２３条関係） 別記第３１号（第２３条関係）



- 32 -

別記第３２号（第２４条第１項第１号関係） 別記第３２号（第２４条第１項第１号関係）



- 33 -

別記第３３号（第２４条第１項第１号関係） 別記第３３号（第２４条第１項第１号関係）



- 34 -

別記第３４号（第２４条第１項第２号関係） 別記第３４号（第２４条第１項第２号関係）



- 35 -
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別記第３５号（第２４条第１項第２号関係） 別記第３５号（第２４条第１項第２号関係）



- 37 -

別記第３６号（第２４条第１項第２号関係） 別記第３６号（第２４条第１項第２号関係）



- 38 -

別記第３７号（第２４条第１項第３号関係） 別記第３７号（第２４条第１項第３号関係）



- 39 -

別記第３８号（第２４条第１項第３号関係） 別記第３８号（第２４条第１項第３号関係）



- 40 -

別記第３９号（第２４条第１項第４号関係） 別記第３９号（第２４条第１項第４号関係）



- 41 -

別記第４０号（第２４条第１項第４号関係） 別記第４０号（第２４条第１項第４号関係）



- 42 -

別記第４１号（第２４条第１項第４号関係） 別記第４１号（第２４条第１項第４号関係）



- 43 -

別記第４２号（第２５条第５項関係） 別記第４２号（第２５条第５項関係）



- 44 -

別記第４２号の２（第２８条第１項第１号関係） 別記第４２号の２（第２８条第１項第１号関係）
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別記第５１号（第３３条第３項関係） 別記第５１号（第３３条第３項関係）



- 47 -

別記第５２号（第３４条第２項関係） 別記第５２号（第３４条第２項関係）



- 48 -

別記第５３号（第３５条第２項関係） 別記第５３号（第３５条第２項関係）



- 49 -



- 50 -

別記第５４号（第３７条第２項関係） 別記第５４号（第３７条第２項関係）



- 51 -

別記第５５号（第４３条第１項、第１１８条第１号関係 別記第５５号（第４３条第１項、第１１８条第１号関係

） ）



- 52 -



- 53 -



- 54 -

別記第５８号（第６２条第２項関係） 別記第５８号（第６２条第２項関係）



- 55 -

別記第５９号（郵便はがき）（第６３条第２項関係） 別記第５９号（郵便はがき）（第６３条第２項関係）

別記第６０号（第６５条第１項関係） 別記第６０号（第６５条第１項関係）



- 56 -

別記第６２号（第１０４条第１項関係） 別記第６２号（第１０４条第１項関係）



- 57 -

別記第６３号（第１０４条第３項関係） 別記第６３号（第１０４条第３項関係）



- 58 -

別記第６４号（第１０７条第１項関係） 別記第６４号（第１０７条第１項関係）



- 59 -

別記第６５号（第１０７条第２項関係） 別記第６５号（第１０７条第２項関係）



- 60 -

別記第６６号（第１０９条第１項関係） 別記第６６号（第１０９条第１項関係）



- 61 -

別記第６７号（第１０９条第１項関係） 別記第６７号（第１０９条第１項関係）



- 62 -

別記第７１号（郵便はがき）（第１１８条第３号関係） 別記第７１号（郵便はがき）（第１１８条第３号関係）



- 63 -

別記第７２号（第１１８条第４号関係） 別記第７２号（第１１８条第４号関係）



- 64 -

別記第７２号の２（第１１８条第５号ア関係） 別記第７２号の２（第１１８条第５号ア関係）



- 65 -

別記第７２号の３（第１１８条第５号イ関係） 別記第７２号の３（第１１８条第５号イ関係）



- 66 -

別記第７３号（第１１８条第６号関係） 別記第７３号（第１１８条第６号関係）



- 67 -

別記第７４号（第１１８条第７号関係） 別記第７４号（第１１８条第７号関係）



- 68 -

別記第７５号（第１１８条第７号関係） 別記第７５号（第１１８条第７号関係）



- 69 -

別記第７６号（第１１８条第８号関係） 別記第７６号（第１１８条第８号関係）



- 70 -

別記第７７号（第１１８条第９号関係） 別記第７７号（第１１８条第９号関係）



- 71 -

別記第７８号（第１１８条第１０号関係） 別記第７８号（第１１８条第１０号関係）



- 72 -

別記第７９号（第１１８条第１１号関係） 別記第７９号（第１１８条第１１号関係）



- 73 -

別記第８０号（郵便はがき）（第１１８条第１２号関係 別記第８０号（郵便はがき）（第１１８条第１２号関係

） ）



- 74 -

別記第８１号（郵便はがき）（第１１８条第１３号関係 別記第８１号（郵便はがき）（第１１８条第１３号関係

） ）



- 75 -

別記第８１号の２（郵便はがき）（第１１８条第１４号 ［様式を加える。］

関係）



- 76 -

別記第８１号の３（郵便はがき）（第１１８条第１５号 ［様式を加える。］

関係）



- 77 -

別記第８２号（郵便はがき）（第１１８条第１６号関係 別記第８２号（郵便はがき）（第１１８条第１４号関係

） ）



- 78 -

別記第８３号（第１１８条第１７号ア関係） 別記第８３号（第１１８条第１５号ア関係）



- 79 -



- 80 -

別記第８４号（第１１８条第１７号イ関係） 別記第８４号（第１１８条第１５号イ関係）

［略］ ［同左］

別記第８５号（第１１８条第１７号ウ関係） 別記第８５号（第１１８条第１５号ウ関係）

［略］ ［同左］



- 81 -

別記第８６号（第１１９条第３項関係） 別記第８６号（第１１９条第３項関係）



- 82 -

別記第８８号（第１２３条関係） 別記第８８号（第１２３条関係）



- 83 -

別記第８９号（第１２４条第１項関係） 別記第８９号（第１２４条第１項関係）



- 84 -

別記第９０号（第１２５条第２項関係） 別記第９０号（第１２５条第２項関係）



- 85 -

別記第９１号（第１２７条第１項関係） 別記第９１号（第１２７条第１項関係）



- 86 -

別記第９２号の２（第１２８条第４項関係） 別記第９２号の２（第１２８条第４項関係）



- 87 -

別記第９３号（第１２８条第１項関係） 別記第９３号（第１２８条第１項関係）



- 88 -

別記第９４号（第１２９条第１項関係） 別記第９４号（第１２９条第１項関係）



- 89 -

別記第９７号（第１３４条第３号、第８号関係） 別記第９７号（第１３４条第３号、第８号関係）



- 90 -

別記第９８号（第１３４条第４号、第８号関係） 別記第９８号（第１３４条第４号、第８号関係）



- 91 -

別記第９９号（第１３４条第６号、第８号関係） 別記第９９号（第１３４条第６号、第８号関係）



- 92 -

別記第１００号（第１４２条第３項関係） 別記第１００号（第１４２条第３項関係）



- 93 -

別記第１０１号（第１４２条第５項関係） 別記第１０１号（第１４２条第５項関係）



- 94 -

別記第１０２号（第１４３条第１項関係） 別記第１０２号（第１４３条第１項関係）



- 95 -

別記第１０３号（第１４３条第４項関係） 別記第１０３号（第１４３条第４項関係）



- 96 -

別記第１０４号（第１４４条第２項関係） 別記第１０４号（第１４４条第２項関係）

備考 表中の［ ］の記載及び対象規定の二重傍線を付した標記部分を除く全体に付した傍線は注記である。



別記第８１号の２（郵便はがき （第１１８条第１４号関係））

通 知 書

不動産所在事項及び不動産番号

登 記 の 目 的

登 記 原 因

登 記 申 請 人
の 氏 名 住 所

受 付 年 月 日
受 付 番 号

上記のとおり登記をしたので、通知します（不動産登記規則第１８３条
第１項第３号 。）
なお、この処分に不服があるときは、いつでも、当職を経由して、何法

務局長（又は地方法務局長）に対し、審査請求をすることができます（不
動産登記法第１５６条 。）
おって、この処分につき取消しの訴えを提起しようとする場合には、こ

の処分の通知を受けた日から６月以内（通知を受けた日の翌日から起算し
ます ）に、国を被告として（訴訟において国を代表する者は法務大臣と。
なります 、提起しなければなりません（なお、処分の通知を受けた日か。）
ら６月以内であっても、処分の日から１年を経過すると処分の取消しの訴
えを提起することができなくなりますので御注意ください 。ただし、処。）
分の通知を受けた日の翌日から起算して６月以内に審査請求をした場合に
は、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受けた日
から６月以内（送達を受けた日の翌日から起算します ）に提起しなけれ。
ばならないこととされています。

令和 年 月 日

法務局 出張所

登記官 職印

通知第 号



別記第８１号の３（郵便はがき （第１１８条第１５号関係））

通 知 書

不動産所在事項及び不動産番号

登 記 の 目 的

登 記 原 因 及
び そ の 日 付

登 記 申 請 人
の 氏 名 住 所

受 付 年 月 日
受 付 番 号

上記のとおり登記の申請がありましたので、通知します（不動産登記規
則第１８３条第４項 。）

令和 年 月 日

法務局 出張所

登記官 職印

通知第 号




